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負債の部

科     目 金     額

流 動 負 債【 】 【 131,853,417】

未 払 費 用 20,833,261

未 払 代 行 手 数 料 68,059,957

未払投資助言手数料 1,469,409

未 払 法 人 税 等 11,766,400

未 払 消 費 税 10,942,500

預 り 金 1,946,772

賞 与 引 当 金 16,835,118

固 定 負 債【 】 【 17,690,000】

役員退職慰労引当金 17,690,000

負 債 の 部 合 計 149,543,417

純資産の部

科     目 金     額

株 主 資 本【 】 【 584,445,430】

資 本 金【 】 【 200,000,000】

利 益 剰 余 金【 】 【 384,445,430】

利 益 準 備 金 21,097,930

そ の 他 利 益 剰 余 金（ ） （ 363,347,500）

繰 越 利 益 剰 余 金 363,347,500

純 資 産 の 部 合 計 584,445,430

負債・純資産の部合計 733,988,847

科     目 金     額

資産の部

流 動 資 産【 】 【 689,944,628】

現 金 及 び 預 金 488,554,035

前 払 費 用 3,182,783

未 収 収 益 153

未 収 委 託 者 報 酬 198,207,657

固 定 資 産【 】 【 44,044,219】

有 形 固 定 資 産（ ） （ 9,358,883）

建 物 付 属 設 備 1,614,848

工 具 器 具 備 品 7,290,000

工具器具備品(3年償却 454,035

無 形 固 定 資 産（ ） （ 2,958,059）

ソ フ ト ウ ェ ア 1,811,240

電 話 加 入 権 1,146,819

投 資 そ の 他 の 資 産（ ） （ 31,727,277）

長 期 前 払 費 用 496,933

繰 延 税 金 資 産 11,732,420

敷 金 19,497,924

資 産 の 部 合 計 733,988,847

(単位：円)

貸 借 対 照 表

ちばぎんアセットマネジメント株式会社

2024年  3月31日　現在



ちばぎんアセットマネジメント株式会社

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております）。ただし、

市場価格のない株式等については移動平均法に基づく原価法によっております。

２.固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　建物の減価償却方法については定額法を採用しております。

　上記以外は定率法を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

  なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。

３.重要な引当金の計上方法

（1）賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給見込額のうち当期に対応する見積額を計上

しております。

（2）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

４.収益及び費用の計上基準

（1）運用受託報酬

　運用受託報酬は、投資一任契約に基づき、契約期間にわたり契約財産を運用すること

により履行義務が充足されると判断しているため、投資一任契約に基づき算出された

契約財産の額に投資顧問料率を乗じた金額を収益として認識しております。

（2）委託者報酬

　委託者報酬は、投資信託の信託約款に基づき、一定の期間にわたる運用により履行義

務が充足されると判断しているため、投資信託の日々の純資産総額に信託報酬率を乗

じた金額を収益として認識しております。

（3）投資助言報酬

　投資助言報酬は、投資顧問契約に基づき、契約期間にわたり投資助言サービスを提供

するものであり、期間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しているため、投資

顧問契約に定められた報酬の額について役務を提供する期間にわたり収益として認識

しております。

（4）その他営業収益

　その他営業収益は、資料提供業務契約に基づき、契約期間にわたり資料提供サービス

を提供するものであり、期間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しているため、

資料提供業務契約に定められた報酬の額について役務を提供する期間にわたり収益と

して認識しております。

個 別 注 記 表

自　2023 年 4 月 1 日　　至　2024 年 3 月 31 日



（貸借対照表等に関する注記）

　 有形固定資産の減価償却累計額 円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

   事業年度の末日における発行済株式の数 株

（１株当たり情報に関する注記）

１.１株当たりの純資産額 円 35 銭

２.１株当たりの当期純利益 円 03 銭

56,572,138

4,000

10,109

146,111


